
令和2年度（2020年度）

予予算算大大事事業業名名 上上記記以以外外のの歳歳出出予予算算科科目目及及びび予予算算大大事事業業名名

事事業業のの目目的的とと概概要要

ⅠⅠ　　事事業業のの成成果果（（実実績績））

ⅡⅡ　　財財務務情情報報
◆◆行行政政ココスストト計計算算書書 （単位：千円） 行行政政ココスストト計計算算書書のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 （a）
給給与与関関係係費費
物物件件費費
維持補修費
社会保障扶助費

◆◆キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表 （単位：千円）
特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動収収入入
賞与引当金繰入額 行政サービス活動支出
退職手当引当金繰入額
支払利息 投資活動収入
その他 投資活動支出
経常費用　小計 （b） 投資活動収支差額

経常収支差額 （a）-（b）=（c） 財務活動収入
固定資産売却益 財務活動支出
その他 財務活動収支差額
特別収入　小計 （d） 収支差額　合計
固定資産除売却損 一般財源充当額
その他 一般会計からの繰入金
特別支出　小計 （e） 一般会計への繰出金

特別収支差額 （d）-（e）=（f） 前年度からの繰越金
一般財源調整額 （g）
当期収支差額 （c）+（f）+（g） キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表のの特特徴徴的的なな事事項項
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

◆◆単単位位ああたたりりののココスストト分分析析（（「「経経常常費費用用  小小計計（（bb））」」をを「「実実績績」」でで割割っってて円円単単位位でで算算出出ししてていいまますす。。））

人 円
人 円
人 円

円
円
円

平成30年度

585

令和元年度

令和2年度

市民1人あたりのコ
スト

平成30年度 371,030 80
市民1人あたり585円のコストがかかっています。（令和3年3月31日現在吹田市人口）令和元年度 373,978 230

令和2年度 376,944

△26,715 3,094 29,809 

指  標  名 年度 実績 単位あたりコスト 分  析  内  容  （ 前  年  度  と  の  増  減  理  由）

決算額の
主な内容

統計費委託金　168,925千円
- - -

- - - -
216 

△17,405 △75,597 △51,492 24,105 
17,622 48,883 54,586 5,704 

-

- -
- - - -
- - - - - -

-
- - - - - - - -

48,883 54,586 5,704 
- - - - - - -

特

別

費

用

- - - - 17,622 

-
- - - - △17,622 △48,883 △54,586 △5,704 

- - -
- - - - - - -

特

別

収

入

- - - - -

- -
△17,405 △75,597 △51,492 24,105 - - - -

29,831 85,837 220,446 134,609 - -

-
- - - - - - - -

△48,883 △54,586 △5,704 
- - - - - - -

1,126 27,547 650 △26,896 行政サービス活動収支差額 △17,622 

116688,,995544  115588,,771144  
1,306 3,953 3,615 △337 30,047 59,122 223,540 164,418 

- - - - 1122,,442266  1100,,224400  

令和元年度 令和2年度 差額
- - - - A B B-A
- - - -

区分
平成30年度

- - - -
負担金・補助金・交付金等 16 554 278 △276 

11,,118811  1155,,886611  1144,,668800  
7 - - -

12,426 10,240 168,954 158,714 

経
常
費
用

2266,,338833  5522,,660022  220000,,004411  114477,,443388  
999944  

- - - -
1 1 29 28 

- - - -
- - - -

- - - -
- - - -

-
- - - -

国国庫庫支支出出金金（（経経常常費費用用充充当当）） 1122,,442255  1100,,223399  116688,,992255  115588,,668866  

B B-A

経
常
収
入

- - - -
- - -

成
果
の
説
明

　統計法など関係法令に基づき、「法定受託事務」として令和2年度は工業統計調査、国勢調査等の基幹統計調査を実施するとともに、国委託費によ
る統計調査員確保対策事業により登録調査員の確保に努めました。
　また、本市の人口、産業、社会、文化など多くの分野にわたる基礎資料を総合的に収録した「統計書」を発行し、広く一般に提供しました。

勘定科目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額 勘定科目 決  算  額  の  主  な  内  容

A

統計書頒布数 冊 241 235 237 作成した統計書の年度ごとの頒布数。

基幹統計調査数 調査 7 7 6 国から委託された基幹統計調査の年度ごとの調査数。

【目的】正確な統計の作成することを事業の目的として、統計法など関係法令に基づき、「法定受託事務」として各種基幹統計調査を実施するとともに、国
　　　　 委託費による統計調査員確保対策事業により統計調査員の確保に努めています。　また、本市の人口、産業、社会、文化など多くの分野にわたる
　　　　 基礎資料を総合的に収録した「統計書」を毎年発行するとともに、ホームページに掲載するなどして、広く市民等に提供しています。
【概要】・一般事務事業
　　　　 ・基幹統計調査受託事業（令和2年度は工業統計調査、学校基本調査、経済センサス調査区管理、国勢調査、経済センサス－活動調査準備、
　　　　　 農林業センサス事後事務を受託し実施）
　　　 　・その他統計調査受託事業（統計調査員の確保対策の実施、統計書の作成）

指  標  名 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成　果　指　標　の　定　義

部局名 総務部 予算執行所属 総務室

統計調査事業 （款）総務費（項）統計調査費（目）統計調査総務費　一般事務事業
（款）総務費（項）統計調査費（目）その他統計調査費　統計調査事業

（項） 5 統計調査費 （目） 2 基幹統計調査費

管理事業名 統統計計調調査査事事業業
総合計画の

体系

大綱  -
政策  -
施策  -

－

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 2 総務費

国庫支出金

基幹統計調査受託事業の交付金　168,858千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （+158,679千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　国勢調査実施による増
統計調査員確保対策事業委託金　　　　 67千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （+6千円）

国勢調査に係る委託料　7,619千円（+7,619千円）
役務費（主に郵便料）　　3,513千円（+3,221千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　国勢調査実施による増

物件費

給与関係費

調査員及び指導員報酬　　　　　　　131,891千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （+125,679千円）
会計年度任用職員給与等 　　　　　　16,097千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（+14,094千円）
職員人件費　　　　　　　　　　　　　　　52,054千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（+7,668千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　国勢調査実施による増

－ 250 －
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収
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指  標  名 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成　果　指　標　の　定　義

部局名 総務部 予算執行所属 総務室
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（項） 5 統計調査費 （目） 2 基幹統計調査費

管理事業名 統統計計調調査査事事業業
総合計画の

体系

大綱  -
政策  -
施策  -

－

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 2 総務費

国庫支出金

基幹統計調査受託事業の交付金　168,858千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （+158,679千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　国勢調査実施による増
統計調査員確保対策事業委託金　　　　 67千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （+6千円）

国勢調査に係る委託料　7,619千円（+7,619千円）
役務費（主に郵便料）　　3,513千円（+3,221千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　国勢調査実施による増

物件費

給与関係費

調査員及び指導員報酬　　　　　　　131,891千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （+125,679千円）
会計年度任用職員給与等 　　　　　　16,097千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（+14,094千円）
職員人件費　　　　　　　　　　　　　　　52,054千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（+7,668千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　国勢調査実施による増

◆◆貸貸借借対対照照表表 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

ⅢⅢ　　財財務務構構造造分分析析 貸貸借借対対照照表表のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））
▽▽人人ににかかかかるるココスストトのの内内訳訳

月平均

人 日 日
千円 千円 千円

千円

▽▽経経常常費費用用のの構構成成割割合合 物件費の内訳（単位：千円）

▽▽分分析析指指標標 （単位：％） ▽▽そそのの他他特特記記事事項項

A B
受益者負担比率
徴収不能引当率
一般財源充当比率

ⅣⅣ　　総総括括
▽▽分分析析結結果果のの説説明明

▽▽分分析析結結果果をを踏踏ままええたた事事業業のの課課題題

・コストの90.7％は給与関係費となっています。これは、国勢調査の実施にあたり、業務量が増加したことにより職員の時間外勤務が増加し、また、約1,900
人の調査員及び指導員に報酬を支払い、調査票の審査にあたっても、36人の会計年度任用職員を任用したためです。調査員への報酬等を含む給与関係
費が令和2年度は200,041千円となり、令和元年度に比べ、147,438千円高くなりました。
・経常収入は168,954千円で、そのほぼ全額が特定財源（国庫支出金）です。
・基幹統計調査は職員の人件費である職員の給料・職員手当・時間外勤務手当の一部・共済費を除けば、国庫支出金の特定財源で行われている事業で
す。

　令和2年に実施した国勢調査は5年に1度の非常に大規模な調査であり、多くの人件費を要します。世帯数の増加による調査規模の拡大により調査に係
る職員の業務量が増加しています。業務のフロー等を整理し、可能な業務のマニュアル化などにより、職員の時間外勤務を減らしていくことが課題です。
　近年は基幹統計調査においてオンライン調査の環境が整備され、回答者の利便性は向上していますが、様々な回答方法が存在する分調査員の業務は
複雑化しているため、調査員に対しそれぞれの調査要領を分かりやすく説明し、調査員が正確な方法で調査を進め、回答者に対し適切な説明を行うこと
で、調査精度の維持向上を図ることが課題です。
　また、調査対象の方がスムーズに御回答いただけるよう、適切な方法で効率的に調査の周知を行うことが大切です。
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